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Q： コンサルティングセグメントの売上高や受注が好調であるが、どのような案件が要因か？ 
A： 公共向けコンサルティングに加え、構造改革をテーマとした民間向けの業務コンサルティング、さらに海外

拠点を巻き込んだグローバル案件などが増えてきている。また、個々の案件の規模自体も大きくなっている。 
 
Q： 金融関連分野の制度変更対応で、今後注目すべきものは？ 
A： 本年 1 月に NISA（少額投資非課税制度）が始まり、これに対応した。また、新日銀ネット構築の第 2 段階

が 2015 年秋から 2016 年初に予定されている。そのほか、番号制度（社会保障・税番号制度）の導入も金融機

関に関係する。 
 
Q： 産業 IT ソリューションセグメントの第 3 四半期の営業利益率が、12.1%（前年同期比 3.4 ポイント増）と

比較的高い水準となっている主な要因は？ 
A： ここ数年、産業 IT ソリューションセグメントでは、新規分野での大規模案件にチャレンジしている。これ

により、売上高は増える一方で営業利益率は低めの水準に留まっていたが、プロジェクト管理の強化に努めたこ

とにより採算性が向上しており、営業利益率が改善している。 
 
Q： IT 基盤サービスセグメントの営業利益率が悪化している主な要因は？ 
A： 新データセンターの減価償却費、新データセンターが開業間もないためコストが先行していること、IT 基

盤構築関連の一部プロジェクトで第2四半期にひき続いて追加コストが発生していること、などが影響している。 
 
Q： IT 基盤構築関連案件の需要見通しは？ 
A： 需要はまだ続くと見ている。多くの顧客は、単純な PC・サーバー・ネットワーク等のリプレースだけでは

なく、付随するアプリケーションを含めた情報システムの刷新を志向している。そうした付加価値の高い案件を

手掛けたいと考えている。 
 
Q： 従業員持株インセンティブ・プランについて、どのような変更をおこなったのか？ 
A： 当第 3 四半期から新たな会計基準（日本版 ESOP 会計基準。2013 年 12 月公表）を適用している。従業員

持株インセンティブ・プラン制度の信託に利益が生じた場合、これまで費用計上（人件費）していたが、費用計

上しないよう変更となったため、過去に遡って適用した。 
※ 遡及適用後の業績数値は、『平成 26 年 3 月期第 3 四半期 決算概要』を参照のこと。 

（URL）http://www.nri.com/jp/ir/presentation/pdf/140130gaiyo_all.pdf 
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